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合計純移動率による戦後都道府県別
人口移動の分析

An at)alysis of postwar prefectural migration via total net migration rates

はじめに

従来,人口学において人口移動について,出生,死亡に関する合計出生率

totalfertility rate や平均寿命などのような,全体的な水準を示す指標は定義

されてこなかった(後述)。このことは移動による人口に対する影を分析

をするうえで不便である。本稿は移動に関する総合指標として合計純移動率

total net migration rate を定義し,これを用いて日本の戦後近年までの地域

人口移動について若千の考察を行うω。

合計純移動率のような移動に関する総合指標が定義されてこなかったのは,

おそらく,人口移動現象が性・年齢だけでなく地域に関する属性をもち,出生

や死亡に比べ複雑であるためであろうし,従来の人口移動研究が地域間の関係

をおもな課題ときたことが影響したのかもしれない。また,このような指標は

全国値ではなく,都道府県など地域別に実際に計算する必要があり,その計算

量が多大であるので,実際値を計算しながら分析方法を考察することが容易で

なかったことも影響しただろう。

しかし,人口移動を計測するひとつの重要な意義は,それが人口にどういう

与えるかというものであり,ある地域についての移動(転入,転出)を性,年

齢別に計測することによりその地域の性・年齢別人口の増減への影響を知るこ
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とができる。ある地域についての移動には転入と転出があり,その差(転入一

転出)である純移動(社会増加,転入超過,純転入,純流入,流入超過)をもっ

ぱらその地域についての人口増加要因として扱うことができる。こうして,そ

の地域人口に対する純移動数の比率を純移動率として定義できる。ただし,転

入はその元となる地域の人口の影響を,転出はその先となる地域の人口の影響

をも受けているはずであるから,この定義はそのような他地域人口の影響を捨

象することになる②。純移動という発生事象は存在せず,転入と転出という事

象が存在するのであるが,以下では便宜のため「純移動」をーつの事象として

扱うことにする。

純移動率は,通常,ある地域の性・年齢別人口について計算され,性・年齢

別純移動率が基本的な移動を表す指標である。これは,性・年齢別人口に対し

て移動による増加をもたらす程度を示す。

1.合計純移動率の定義

純移動率の計算

性・年齢別純移動率をどのように総合するか以下に記述するが,その前に,

純移動率の性質を考察するためにその統計資料と算出法に触れておく。以下,

移動数は性・年齢別であるが,記載を省略する。

純移動率を現実の統計から導出する場合,率の分子となる純移動数は,転入

数と転出数の統計があれぱ当然それを用いればよい。しかし,それがない場合

でも人ロセンサスによる人口増加と生命表を用いた死亡数との差によって得る

ことができる。また,より簡略な方法として,都道府県別の純移動数を求める

場合などにおいて,都道府県別の生命表の生残率の代わりに全国人口の年齢別

人口変化率(センサス生残率)をそのまま流用することも行われる。この計算

は国際人口移動による増減および都道府県の生残率がすべて同一と仮定されて

いることになる。日本の場合,移動統計の資料的条件から,移動統計を全く使

わないこの方法の方がむしろ容易で一般的である'。



具体的には,生命表の生残率を用いる純移動数の計算に,ある期間の期末人

口から期首人口に生残率を乗じた人口(期待期末人口)を差し引いて計算する

前進法と,逆に期首人口から期末人口を生残率で除した人口(期待期首人口)

を差し引いて計算する後進法が用いられる。このとき,前進法では分母人口に

この期間に(転出の前および転出後)死亡した人および転出した人が含まれ,

転入した人が含まれない。後進法では,分母人口にこの期間に(転出の前およ

び転出後)死んだ人および転出した人が含まれず,転入した人が含まれる。こ

の移動をそれぞれの人口で除することにより純移動率が計算される。もともと

移動と死亡の発生は相亙に影響しているにもかかわらず,独立に発生すると仮

定することからこのような異なる方法が生まれる。したがって,移動の傾向を

把握するにはこれらの結果の平均(平均法)がより望ましい。

なお,期首人口の年齢は0-4歳が最低であるが,期末において0-4歳人

口に対応する人口としてその期間に発生した出生数を「期首人口」とする純移

動率も計算可能であり,これがある方が理論的に望ましい。

一方,国勢調査では,5年前の居住地(前住地)を尋ねる質問によって5年

間の移動(転入,転出)を知ることができ,これによる純移動数を分子として

純移動率を計算できる。ただし,この質問による回答は 1990年以後の 10年ご

とにだけ得られ,1990-95年などの5年問の空隙が生じる。純移動率の分母

人口としては,5年前の国勢調査人口,調査時の国勢調査人口の2つなどが考

えられる。前者は死亡者と転出者を含み転入者を除き,後者は死亡者と転出者

を除き転入者を含むことになり,それぞれ前進法と後進法に対応する。いずれ

にせよ,移動率の高い10代後半から20代は死亡率が低く,死亡率の高い年齢

で移動率が低いので,上記のどのような方法でも,大きな差はないが,本稿の

ような目的には中央純移動率(注6参照)の導出が重要と考えられる。

合計純移動率による戦後都道府県別人口移動の分析

純移率の理論的性格と合計純移率の定

このようにして計算される性・年齢別純移動率むによって総合指標としてい

わゆる量指標(クォンタム指標)としての合計純移動率の計算を考える圃。



ある年次における移動はすべての年齢別人口に生じうる点で,0歳人口にし

か関わらない出生より死亡に近く,また減少とともに増加をもたらすことがあ

るから,減少のみをもたらす死亡の分析を拡張することが適切である。本来は,

転出,転入と死亡の 3要因による増減生命表increment・decrementlife table

(たとえぱ, preston et al.,2001参照)の適用を考えるべきであるが,簡略な

方法として死亡を無視した純移動のみによる簡略な増減生命表(純移動生命表,

純移動表)を考える。以下で純移動率は性・年齢別に考えるが,煩雑なので,

性・年齢別を単に年齢別と表現する。

純移動率は上記のように死亡を単純に除外するという計算法によるため,分

母人口の計測と分子の除屯移動」の発生との時間的関係があまり厳密とは言え

ない。平均法による純移動率を死亡の生命表における中央死亡率机.と見なす

という方法もありうるが,ここでは利用する資料が前進法によるものであるこ

とを考慮して,前進法による純移動率むをそのまま生命表のq.(純移動確率)

と扱うことにする伺。純移動率は5歳階級でもその値が0.1を超える高率の部

分が少ないのでこの方法も許されるだろう。

このように純移動確率をq"(=年齢別純移動率扮とし,残存人口価茎存数)

を1'とすると,年齢別純移動数4 と残存数むの間には4=ι*q"の関係があ

る(年齢の幅は簡単のため各歳のものとして表示する)。この関係式により,

年齢別純移動率q.を用いて0歳(出生時)の残存数ι。=1から順次,各年齢

の残存数1.を計算することができる。

ただし,通常の生命表では4は常に正とし加齢とともにしから減じるが,

ここでは,4に純移動の符合を与え,残存数1"に常に加えることにする。すな

わち,1,1 =ι+d"。

このようにして計算される年齢別純移動数4を用いて,ある年齢までの累

積Σ d、を「累積純移動率」と定義することができる。これは純移動生命表に

おいては,Σ d、=1"-1となる。この累積純移動率は,出生時から年齢X ま
での間の純移動による人口増加の計が出生時の人口に対してどれだけの大きさ

になるかを示す。この値が正となれば,社会増加であり,負であれば社会減少

廣嶋清志



を意味する。この意味で,この指標を累積社会増加比と称することもできる。

とくに,最高年齢X=ωにおける累積純移動率Σωd、=1.-1 を「合計純移
動率」と定義できる。この合計純移動率は0歳(出生時)から最高年齢までそ

の地域の純移動率を経験したときにその地域人口が経験する純移動の大きさを

出生時の人口を基準として何倍になるかを示す。あるいは,その地域の人が生

涯の問に経験する転入回数と転出回数の差の平均値といってもよい。このとき,

死亡の影響はまったく無視され,純粋に移動の影響だけを取り出している。生

涯純移動率といってよいかもしれない。

合計純移動率そのものは出生と死亡を捨象した人口,つまり,出生率0,死

亡率0の仮想的な人口についての人口再生産の状態を表すといえるが,そのま

まで再生産率ではなく,それに出生時の残存数1を加えた残存数1.そのものが

人口再生産率で,出生時の何倍になるかを表す。このことは,合計出生率(粗

再生産率)が死亡と移動を捨象した人口再生産率であることと異なる。

移動の最も激しい20歳以下の純移動率を累積したものを「20歳時累積純移

動率」とし,20歳以後の年齢別純移動率をすべて累積したものを「20歳以後

累積純移動率」とすると,合計純移動率はこの2つを合わせたものになる。す

なわち,合計純移動率=20歳時累積純移動率+20歳以後累積純移動率

あるいは,1"-1 = q勿一 1)+ 1(1.-1)- q即一 1)1

つまり,合計純移動率はこの2つに分けて観察することができる。なお,大都

市圏の都府県で合計純移動率は正であり,多くの地方県において負である。ま

た,多くの地方県においてこの第1項「20歳時累積純移動率」 q即一 D は負

であるので,この第2項,20歳以後累積純移動率(合計純移動率一20歳時累

積純移動率)は,正であることが多く,合計U1ターン率と呼ぶこともできる。

これは当然,正にならない場合もある。

合計純移動率による戦後都道府県別人口移動の分析

期間純移生命表とコーホート純移生命表

以上のような言ナ算を期間別の年齢別純移動率について行うと,期間別の純移動

率を年齢別にもつ仮設コーホートについての純移動率表(期間純移動率表,期間



純移動生命表)ができる。これに対して,あるコーホートについて同様な純移動

率表を三ナ算するならば,あるコーホートが移動によってどの様に変化するかを示

すものとなる口。このように年齢別純移動率を仏として扱うことにより,同じ年

齢別純移動率によって期間別にもコーホート別にも生命表を作ることができる。

期間別純移動生命表は,ある時期の年齢別純移動が人口に対して潜在的にど

のような影響を及ぼすのかを示すことができる。従来,人口増加を自然増と社

会増に区別する計算が行われてきたが,そこには人口の年齢構造の影響が含ま

れていて,これを取り除くことが困難であったが,この期問別の累積純移動率

および合計純移動率によって,この分析が可能となる⑧。

なお,合計純移動率は,コーホートのd,に相当する年齢別出生率によって

年次別に計算される合計出生率TFR と異なり, q,によって計算されるので,

年次別に計算された場合もいわゆるテンポ効果はほとんど無いといってよい

(廣嶋2007)。

コーホート生命表は現実のコーホートがどのような移動をしてきたかを歴史

的に示すことになる。以下では1950-2卯5年までの連続する各5年Ⅱ期を含

むデータを期間別にのみ扱う。このデータによってコーホート的な計算も可能

であるが,別の機会に譲る。
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2.近年の都道府県別人口移の分析

年齢別純移率

都道府県別純移動率の値は,注3 に示した資料(b),(d),(e)による。

1950-2015年までの各5年12期ものであるが,2010-15年は 2005 -10年の

実績値を元にした推計値であり,実測H直は2000-05年が最新のものである。

なお,2005-10年の値は含まれていない。沖縄県は 1975年以前は含まない。

一例として,2000-05年における性・年齢別純移動率(島根県)を図1に

示す。この図によると 2000-05年の島根県においては 15-19歳→20-24

歳におけるマイナスの純移動率が際立って高いことを知ることができる。つま



り,15-19歳から 20-24歳になる間に 30%近い人口が流出超過である。と

ころが,20-24歳以後の年齢においてはほとんどの年齢でプラスであり,他

県から流入超過していることがわかる。大都市圏の都府県ではこれとほぼ対照

的な年齢別純移動率となる(図略)。しかし,この年齢別純移動率によっては,

全年齢にわたる移動によって結局,各県の人口にどのような影響が及ぼされる

のか定是的に知るのは容易でない。

合計純移動率による戦後都道府県別人口移動の分析

年齢別残存数

この年齢別純移動率によって前章で示した方法により生命表関数を計算す

図2-0 性・年齢別残存数4島根県2000-2005年
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る。そのうち残存数ιを島根県について示すと,図2-0のようになる。最低の

残存数1"は年齢20歳のところに1即として現れている。すなわち,出生から 15

19歳までの移動を経験した直後の状態を示している。このとき男女ともほぼ

同じ値(066,0.65)で,それまでの年齢の転出超過によって人口の34,35%

が流出することを示している。このように 1としとの飛離仏一1)にその年齢

までの移動の大きさ(Σ d、)が示されてぃる。また,その後,男女とも次第に
上昇し,卯歳においてそれぞれ0.80,075に回復する。したがって,男女それぞ

れ0.80 -0.66 =0.14,075-065 =0.10が{Πターンによって純転入増する。

これはあくまでも2000-05年間における年齢別純移動率がずっと継続する

と仮定したときに現れるはずの人口への影響であって,現実にこの移動率が続

いて来たわけではないし,これからも続くわけではない。また,すべての人が

90歳まで生きるわけでもない。しかし,このような性格をもった移動が2000

-2005年に起こったということを意味している。

ここで注目されるのは90歳(最高年齢区分)における 1卯が0.80対075 と

男の方が女より大きいことである。これは結局男性人口を大きくし,人口の男

性化をもたらす。これもこの時期の移動の持つ潜在的な傾向である。

島根県の移動状況をみるため,1950-2015年(2005-10年を除く)の各5

年12期間の性・年齢別残存数1.を上記図20 を含め図2-11まで示す。これによっ

て,各期間の人口移動がいかに異なったものであったかを一瞥することができ

る。残存数が最も低下したのは 19印一65年の移動で,80歳時に実に男0225,

女0322まで低下した。どの年齢でも純移動率が正にならず,すべての年齢で転

出超過であった。以後次第に残存数は回復し,1975-80年には男は初めて 1を

超え合計純移動率は転入超過となった。しかし,以後,また低下を開始している。

男女を比較すると,男の残存数が大きい時期が多いが,逆に女の残存数が大

きいのは 1955 -60,1960 -65,1965 -70,1985 -90年の 4期に限られる。

つまり,1970年以後,1985-90年の 1期を除いてすべて女の残存数が少ない。

つまり,1970年以後,おおむね移動によって人口は男性化する傾向を持って

いるといえる
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合計純移動率による戦後都道府県別人口移動の分析

図2-1 性・年齢別残存数/柤県.1950-55年

図2-3 性・年齢別残存数ノ相県.1960-65年
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図2-2 性・年説別残存數/相県.1955一印年
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園2-11 性・年齢別残存数ζ根県.2010-15年
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純移動率と20歳以後累積純移動率とともに図3に示す。東京都では20歳時累

積純移動率0.624と20歳以後累積純移動率0233がともに正で,その和である

合計純移動率が0.857であることを示している。20歳時までの転入超過ととも

に20歳以後の転入超過も全国で一番多かった。これに対して,島根県では20

歳時までの転出超過が一0339の減少をもたらしたが,それ以後のU1ターン

などによる転入超過が0.140の転入超過をもたらし,最終的には一0.199の結

果となっている。つまり,転出入によって約2割の男性人口の減少を生む。
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合計純移動率による戦後都道府県別人口移動の分析

0.8

最終残存数性比

純移動率の結果,人口性比にもたらされる影響を知るために,合計純移動率

の結果として最高年齢ωにおいて表れる男女別残存数(最終残存数),1"およ

びメ.の性比(最終残存数性比),1"//1"を計算する。この比は人口性比への人

口移動の影響を示すと考えられる。
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合計純移動率による戦後都道府県別人口移動の分析
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図5-7 都道府県別終残存数性比,1950~2015年
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性化が強いといえる。これに対して名古屋圏では愛知県の移動の男性化がより

強く,1985年以後90-00年,2010-15年以外男性化の移動である。

このような移動による人口性比(廣嶋2014)への影を,各都道府県の結

婚や労働の状況さらには人口再生産について検討することが必要と考えられる。

合計純移動率による戦後都道府県別人口移動の分析

おわりに

移動が人口に与える影響を検討するため,年齢別純移動率から"いた生命表

関数に基づき純移動率の統合指標を定義した。累積純移動率および合計純移動

率は年齢別純移動率が人口に及ぼす総合的な影を出生人口を1とした比で示

すもので,移動の中に含まれる元の地域人口の年齢構成の影響は除去されてい

る。

本研究では年齢別純移動率むからに純移動確率q"を導出する簡便法として,

純移動率r"を直接に純移動確率q"とみなすという方法をとったが,より正確

には純移動率むから純移動中央率抗.をΥき,それをq.に変換する方法が望ま

しい。しかし,今回提案したq.に基づきに基づき累積純移動率および合計純

移動率を導く生命表理論自体は有効である。今後,純移動確率q.の導出法を

改善した研究によって今回の計算結果を再検討することを期したい。また,本

研究の計算結果に基づいて,人口移動率変動の要因と人口性比への影響などに

ついても実質的な研究が進展することを期待したい。
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本研究は2011-13年度島根大学重点研究プロジェクト,山陰地方における
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始の社会経済要因に関する研究一東西2地域の比較分析(研究代表廣嶋清志)

による成果の一部である。



『人口統計資料集」の純移動率の利用にあたっては国立社会保障・人口問題

研究所,別府志海室長に,『日本の地域別将来推計人口平成25年3月推計」

の純移動率については同小池司朗室長にお世話になった。記して感謝したい。

b釘

①合計純移動率は,島根大学法文学部における地域統計論の講義の教材で用い,2010年3月

19日最終講義「島根県の人口:現状と政策の研究」および2010年6月12日,日本人口学会

第62回大会発表「地域人口の単純な形式人口学」で紹介した。

(2)地域人口推計においては,純移動でなく.転入・転出を区別し,とくに転入に対して転出

元の地域の人口を考慮することが望ましいことが報告されている(小池2008)。また,転出

率は.発生元のその地域の人口を分母にして計算されるのが普通であるが,現実には当然,

転出先の他地域の人口の影響を受けている。たとえぱ,大都市周辺の千葉県,埼玉県や和

歌山県'滋賀県の転出率は近接する東京都や大阪府の人口の影響が大きいはずである。

③人ロセンサス(国勢調査)による人口が10月1日現在で,性・年齢別人口が得られるのに

対して,住民基本台帳による移動統計は4月]日から3月31日のものであり,日本人国籍

に限られ,年齢別は最近まで得られない。しかし,住民基本台帳に2012年7月から外国人

が含められ.年齢別の移動数も発表されるようになったので,この傾向は今後変わるかも

しれない。

以下に,刊行された5つの都道府県別純移動率の計算結果をその対象期間,計算法,期

首年齢などとともに示す。

(a)岡崎1984:1950-1980年の6期間,全国人口のセンサス生残率を使う平均法,期首年

齢0-4歳から80歳以上まで。

(b)石川]988:1950-1985年の7期間,都道府県別生命表を使う前進法,期首年齢出生か

ら 80歳以上まで。

(C)岡崎1990:1955-1985年の 6期間,全国人口のセンサス生残率を使う平均法,期首年

齢0-4歳から80歳以上まで。

(d)「人口統計資料集」 1994~2011:1985-2005年の4期間,都道府県別生命表を使う前

進法,期首年齢が出生~90歳以上,日本人人口に対する率。

(e)「日本の地域別将来推計人口平成25年3月推計」:2010-15年,推計結果の都道府県

別の転入超過数を期首人口で除したもので前進法に相当,期首年齢0-4歳から85歳以

上まで。

④従来,累積純移動率およぴ合計純移動率という用語が使われなかったわけではない。河漫

1985はコーホートの累積純移動率を定義した最初の開拓的な研究で.年齢別純移動率の単

純な累計ではないともみられるが,その定義式は正確には把握できない。井上2002の「コー

ホート累積社会増加比」(注7参照)はこれを批判的に継承した。

このようなコーホート的な累積純移動率に対して,石川1988は期間について年齢別純移

動率の単純な総和として合計純移動率の語を使った。

⑤これはたとえば,初婚の発生による未婚者の減少過程を表す初婚表(伊藤・山本197フ)に



(6)

おいて死亡による減少を無視する場合があるのと類似しているだろう。

より理論的に正確には'下記の方法による必要がある。

注図のように時問・年齢平面(LexiS平面)を各年各歳を単位として表すと.時間tから t

十ほでにおけるX~X+1歳→X+1~X+2歳についての純移動率の分子となる「純移

動」の発生する領域はこの平面上に平行四辺形ADFCで表される。通常の中央率を求める

には,分子は口ABDCの範囲でなければならない。これは上半分の△ADCと下半分の△

ABD に分けられる。 X ~X+1歳→X+1~X+2歳の純移動数を MI, X-1~X歳→X

~X+1の純移動数を M2として,「純移動」が均等に分布しているものとして. X歳にお

ける純移動中央率は(MI+ M2)/2 を分子の純移動数とし,時問tからt+1の中間点の

X歳人口を分母として計算すれよい。この中央率抗.によって生命表理論で用いられる所.を

q"に変化する公式によって. q.を求めることができる。左お,純移動数MI, M2 はそれぞ

れ純移動率にその基となる人口を乗ずれぱよい。ただし,この方法は人ロデータを再度要

するなど煩雑なので、純移動率だけで計算する別の簡略法を用いることも考えられる。

現実人口では出生数と0歳人口が区別され,生命表では出生=0歳であるが,今回の簡便

法による計では,残存数ι"の年齢表示において生命表理論に合致しない出生と0歳の併

存という不都合が生じている。上記の方法ではこの問題は生じない。

合計純移動率による戦後都道府県別人口移動の分析

年齢

X+2 E

⑦ 井上2002 (清水2009)の「コーホート累積社会増加比」は,あるコーホートについて年齢

別純移動数の累積を10-14歳時人口で除したものとされている。本稿の純移動数4 をあ

る年齢までコーホート的に累積した累積純移動率Σ d、に類似してぃるが.比は出生数や0
歳人口でなく10-14歳人口を基準(分母人口)としていること,および各年齢別の純移動

率でなく移動数を分子として用いていて比の分母となるコーホート人口において 10-14歳

以後当該年齢までに生じる移動と死亡による増減を考慮しない点が異なる。地方圏で分母

の年齢別人口が加齢とともに減少していることを考慮するとこの比は純移動の程度に対し

てやや過小と考えられる。

これとは別に,通常の人口純再生産率NRRを計する際,年齢別生存率の代わりに年齢別

コーホート変化率を用いると,地域人口再生産率(re即onalreproduction rate, RRR)が

A BX

t+1時問t

注図純移牢の時間・年齢平面(L.×1S平面)上の位

(8)



計算できる。このRRR と通常の人口純再生産率NRR との差(RRR-NRR)によって.人

口移動による人口再生産への効果を示すことができる。
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